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垂直的マーケティング・システム（Vertical Marketing System, ＶＭＳ）の勃興である。Ｖ
ＭＳは、現在のアメリカの消費者市場では支配的な流通形態であり、市場全体の 70～80％









－ 2 － 
にすること、そして何故家電量販店の成長が遅れているのかを分析することにある。 






































































































合計 3,436 3,797 3,967 3,920 3,895 4,050



































































西暦年 １９９９ ２０００ ２００１ ２００２
メーカー 直営店
代理店
１０ １６ ２０ ２０
３４ ２３ １３ １２
家電量販店 ２２ ２８ ３３ ３３
割引店 ９ １３ １８ ２０
百貨店 ２０ １５ １２ １０
その他（ＴＶショッピングなど） ５ ５ ４ ５
－ 6 － 




















































－ 7 － 
テムの後退に直面した二大メーカーは、その建て直しの切り札として「直営店」の運営に
乗りだした。 






















代理店数のピークは 1996 年の約 1,600 店で、その後は減少に転じ、2002 年は「家電店」





－ 8 － 
とえば冷蔵庫を例にとると、国内販売台数は 1995 年 200 万台をピークにその需要を下降し



























年頃までは約 1,400 店あったが、2000 年代にはいるとおよそ 800 店以下に半減している。 
しかし一方では、サムスン電子と同じように、生産者主導型の垂直的マーケティング・






















少に転じている。96 年から 2005 年の９年間で、２万店以上あった家電品小売業は３分の
１以下に劇的に減少している。一方、１店舗あたりの年間売上高は 3.23 億ｳｫﾝ（3,230 万円）
からおよそ３倍の 9.52 億ｳｫﾝ（9,520 万円）に増加し、通信機器小売業の分離による影響を
差し引いたとしても、メーカーが積極的に推し進めた店舗の大規模化が商業統計からも裏
付けられる。家電店大規模化の傾向は、従業者規模別分析でもみることができる。小規模
店（従業者１～４人）のシェアは、1991 年の 45％から、2005 年は 19％と半分以下に減少、
その分中規模店（従業者５～49 人規模）は、54％から 76％に大幅に増加させている。しか
し、大型店（従業者 50 人以上）は、05 年でもわずか 16 店舗しかなく、シェアは５％に過
ぎない。これらの発見は、韓国では家電量販店が限定的であること、メーカーが中規模の
－ 10 － 
直営店を積極的に展開していることと正しく適合的である。 
 























注）1996 年と 2005 年は捕捉されていない年間販売額があり、合計値が合わない。 





間、小売販売額が卸販売額を大幅に上回っていた。しかし、2001 年と 05 年にＷ／Ｒ比率
（卸・小売販売額比率）が１を上回ったのは印象的である。 
 
1982 1986 1991 1996 2001 2005
店数 年販 店数 年販 店数 年販 店数 年販 店数 年販 店数 年販
家電品
卸売業
439 69 1,795 876 2,360 1,337 2,811 3,354 2,760 6,298 2,865 6,893
家電品
小売業
6,974 － 1,3184 1,432 18,660 3,677 21,526 6,957 9,224 5,452 6,943 6,609
通信機器
小売業
－ － － － － － － － 10,726 3,007 12,009 5,647
従業者数
1982 1986 1991 1996 2001 2005
店数 年販 店数 年販 店数 年販 店数 年販 店数 年販 店数 年販
１～４ 11,084 － 11,357 4,913 15,724 16,669 18,393 31,102 8,073 19,928 5,534 12,656
５～９ 613 － 1,356 4,322 2,354 11,206 2,583 20,966 894 17,221 997 23,013
10～49 190 － 459 4,402 573 8,668 539 13,517 253 16,601 396 26,915
50～ － － 12 688 9 229 12 3,989 4 766 16 3,484
合計 11,887 － 13,184 14,324 18,660 36,772 21,527 70,113 9,224 54,515 6,943 66,089










































るサービスを充実させている。現在、サムスンの直営店（200～250 坪）が 280 店、代理店
（100～150 坪）が 250 店、ライバルのＬＧ電子は、直営店 250 店、代理店 170 店である。 
 




















































サービス」を設立、現在、全国 162 の直営店に併設している。サムスンの持株比率 83％で、

















－ 14 － 





































－ 15 － 
で税込み約 193 万ｳｫﾝだったが、ハイマートでは同一スペックが 298 万ｳｫﾝで販売され、100
万ｳｫﾝ以上（約 35％）の内外価格差があった。ノートパソコンも、サムスンのＲ430 がベス
トバイの価格が約 79 万ｳｫﾝに対し、ハイマートでは 92 万ｳｫﾝで販売されており、約 13 万ｳｫ




























2004 2005 2006 2007 2008 2009
売上高 1,757 1,981 2,158 2,425 2,492 2,673 
経常利益 83 94 116 98 -55 -17 
店舗数 220 235 238 255 257 273


























流センターは全国 29 カ所、うち４つがハブ、10 が地域拠点、15 がサテライト（デポ）を





























として独立した。多店舗展開は、1995 年 10 号店、99 年 50 号店、2000 年 60 号店、01


















































じめに開設した清涼里店では、従業員は現在 32 名、うち 12 名は社員、20 名はメーカーか




























低価格薄型テレビ（24 インチで 30 万ｳｫﾝ）3,000 台を即日完売している（The Korea Herald、












Ｅマート 10,3671 127 23 49,700 22.6
ホームプラス 98,700 114 - 38,614 26.0
ロッテマート 48,755 69 89 38,100 19.2
ニューコアアウト
レット（キムズクラブ）
17,000 18 - - -
コストコ 12,173 7 - -
ハナロクラブ 8,321 6 - - 4.5
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ａ 生産者主導型 b 量販店主導型
Ｐ１
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